
2019年度 事 業 報 告 書

2019年 10月 1日 から2020年 9月 30日 まで

特定非営利活動法人 支 技術開発機構 (バTDO)

1.事 業の成果
コロナ禍にもかかわらず、2019年度の本機構の事業は会員および事務局スタッフの献身的な努力により、

大きな進展を見せた。

本機構の目的である「障害者や高齢者の生活の向上に資する支援機器開発、サポー ト・研修、OJ Tト レー

ナー養成・派遣を行うとともに、電子情報分野において、すべての人々にとって使いやすく、分かりやすいユ

ニバーサルデザインの推進及びアクセシビリティに関する評価・助言を行うため」 (定款)の事業の推進は、

従来から進めてきたリモー ト勤務を可能にする業務態勢の整備により、海外スタッフ等のリモー ト勤務者の活

動を含め、順調に推移している。

国内においては、日本デイジーコンソーシアム (JDC)事務局として、JDC技術委員会を発足させ、EPUB

アクセシビリティを推進した。また、マラケシュ条約の日本での実施の推進を継続すると共に、政府の障害者

および外国人等の「日本語に通じない児童生徒」の情報アクセスに関する複数の委員会において、知見を生か

した貢献を行った。

国外においては、新型コロナウィルス感染症の影響により現地に足を運べない中、現地のスタッフと協力を

して、エジプ トでは遠隔の DA:SY製作技術移転と啓発活動の実施、エクア ドルでは放送のアクセシビリティ

向上を目指す National Accessibility Suppod Center(NAC)の 立ち上げと日本発の放送アクセシビリティの国際

標準技術の普及を目指す JICAの委託による活動を実施した。

そのような活動の中で、'W3Cおよび国際 DAISYコ ンソーシアムを通 じて JDC構成団体と共に推進 してき

た EPUB Accessib‖ ity l.0`D:SO規格化 (ISOノIEC D:S23761 Digital Pub‖ shing― EPUB A∝essibi‖ty―

Conbrmance and discovemb‖ ity RequiЮments br EPUB Publications)が 達成されたことは特筆 される。



2.事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に関する事項

事業名 事業内容 実施日時 実施

場所

従事

者の

人数

受益対象者の

範囲および人

数

支出額

(千円)

1.電 子 情

報通信技

術 を応用

した障害

者・高齢者

を対象 と

す る支援

機器 の開

発研究

デイジー教科書の有効性に関する実証

研究

・  教科書ネットワークとの連携によ

り、LD障害児等への DA:SY版教

科書提供

・  教科書デジタルデータ管理機関の

データ作成作業の請負および効率

化に向けた提言

2019年 10月

～2020 1「  9

月

支 援

技 術

開 発

機構

6人 DAISY が有

効と想定され

る小中学生は

約 45万人

925

2.電子情

報

通信技術

を応用 し

た障害者・

高齢者 を

対象 とす

る支援機

器 の導入

サポー ト・

研修及び

OJTト
レーナー

養成・派遣

情報アクセス支援ソフ ト販売

●   EasyReader・ Publisherの員反売

・  ユーザーサポー ト、評価と Ddphin

社へのフイ~ドバツク

● EasyReader新バージョンの日本

語化、およびサピエヘの接続支援

2019年 10月

～ 2020年 9

月

支 援

技 術

開 発

機構

5人 直接的には、

ソフト購入者

29人

74,247

ダスキン・アジア太平洋障害者 リーダ

ー育成事業研修生受け入れ

● サモアの研修生に DAiSYの製作
方法を教授

2020年 4月

～2020年 9

月

支 援

技 術

開 発

機 構

他

2人 直接的には、

研修生 1人

エジプ ト国情報アクセシビリティの改

善による障害者の社会参画促進プロジ

ェクト

・  遠隔にてマルチメディア DAISY

製作 トレーニング実施

・  利用者ワークシヨンプの実施

・  啓発のためのフォーラム実施

2019年 10月

～2020 年 9

月

ェ ジ

プ ト

及 び

支 援

技 術

開 発

機構

7人 エジプ トの非

識字者及び読

みに困難を抱

える人約 2千

万人

サイ トワール ド

・  が副実行委員長とし

てサイ トワール ド(当機構後援)の

準備、開催に尽力した。

2019年 10月

～2019■
「
11

月

日 本

国内

1人 国内の視覚障

害者約 32万

人



3.電子情

報通信技

術 を応用

した障害

者・高齢者

を対象 と

す る情報

支援 サー

ビスの研

究開発お

よび実証

評価

エクアドル国・情報弱者のテレビ放送

へのアクセスを保障する安心安全のた

めの放送・通信インフラ普及。実証事業

o NAC立ち上げ及び活動継続の支援

・  機材手配の支援

・  実証活動準備

2019年 11月

～2020 年 9

月

支 援

技 術

開 発

機構

5人 エクア ドルに

おける視聴覚

障害者約 140

万人

31,201

DAISY製作

・  国連を含む各団体からの委託によ

る製作

・  独自に障害者支援のためのコンテ
ンツを製作

2019年 10月

～ 2020 年 9

月

支 援

技 術

開 発

機構

4人 「読みに障害

がある人々」

として総人口

の 10%以 上

が受益者と考

えられる。

マラケシュ条約の普及および国際交換

の推進

・  全視情協及びサピエ会員 として
AEの業務の実施のための事前調

整および ABC事務局との協議を

開始した。

2019年 10月

～2020年 9

月

支 援

技 術

開 発

機 構

他

4人 「読みに障害

がある人々」

として総人口

の 10%以 上

が受益者と考

えられる。

4.電 子情

報分野の

ユニハー

サルデザ

イ ンを推

進す るた

めの各種

標 準化活

動及びア

クセ シ ビ

リテ ィに

関する研

究開発お

よび評価・

コンサルティング

。 DAISY及 び EPUB等 障害者の情報

支援に関する情報収集及び提供

・  エジプ ト国「障害と開発分野」に関

するエジプ ト政府関係者とのコン

サルテーション

・  外国人児童生徒等における教科用

図書の使用上の困難の軽減に関す

る検討会議、視覚障害者等の読書

環境の整備の推進に係る関係者協

議会、中長期的な教科用特定図書

の在り方検討委員会等に貢献

・  J!CA能力強化研修 「障害と開発」

講師派遣

2019年 10月

～ 2020 年 9

月

支 援

技 術

開 発

機 構

及 び

エ ジ

プ ト

他

1人 WHO(世界保

健機構)の推

計によれば、

障害者は、世

界の全人口の

15%

468



助言 各種標準化活動

・  が EPUBのアクセシビリ

ティに関して ISO/IEC DIS 23761

の国際標準規格化をコンビーナー

として達成すると共に引き続き

JIS化 を と共に推進

・  が iSO「C173福祉用

具専門委員として、また、ISO「C

173/WG12福 祉用具専門委員会

福祉用具通則作業グループエキス

パー トとして貢献

・  がデイジーコンソー

シアム理事及び障害者放送協議会

著作権委員会委員長、国際リハビ

リテーション協会技術アクセス委

員会委員長、ISO「C145/SCl・ SC3

委員、W3C/WAI SCと して貢献

2019年 10月

～2020■「 9

月

支 援

技 術

開 発

機 構

及 び

世 界

各地

4人 成果は公開情

報として国内

外で不特定多

数の人々に講

演、研究発表、

Web による

公示等で幅広

く共有されて

いる。

日本デイジーコンソーシアム事務局

・  総会、運営委員会実施

・  技術委員会 ( )立ち

上げ及び運営支援

2019年 10月

～2020

年 9月

支 援

技 術

開 発

機構

4人 「読みに障害

がある人々」

として総人口

の 10%以上

が受益者と考

えられる。

国際図書館連盟 (IFLA)を 通 じたユニバ

ーサルリテラシー普及活動

・  が IFLA/LSN議長として

貢献、

・  IFLA/LPD常任委

員として貢献

・  、 が日本図

書館協会障害者サービス委員会委

員として貢献

2019年 10月

～2020

年 9月

支 援

技 術

開 発

機構

2人 すべての人の

情報アクセス

を保障する場

としての図書

館の役割を促

進する。



令和 1年度 特定非営利活動に係る事業会計 収支計算書
令和1年 10月 1日 から令和2月 9月 30日 まで

特定非営利活動法人 支援技術開発機構

(単位 1円 )

科 目 金額

(資金収支の部)

経
F曇響βぶ△ 菫
"人

広只
T:ぃ .2寄付金収合

‐
黒付金収入

:]  1言:]:]「 ]』言量霙
収入

色β般入合計
Ⅱ 経常支出の部
1事業費
(1)支援機器開発研究事業費
(2)支援機器導入サポー ト研修事業費
(3)情報支援サービス研究事業費
(4)ユニバーサルデザイン事業費
2管理費
給料手当

退職金

法定福利費

福利厚生費
支払報酬

旅費交通費
通信費
水道光熱費

消耗品費
消耗備品費
修繕費

図書資料費

会議費

諸会費
支払手数料
地代家賃
保険料

租税公課

支払利息

雑費

経常支出合計

経常収支差額

Ⅲ その他資金収入の部

短期借入金収入

長期借入金収入

その他資金収入合計

Wその他ヨ?ず壁ア設得支出

]]::]ξ [:ょ

当期収支差額
前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

45,000 45,000

100,000

118,711,967

2,228,501

106,840,677

12,736,961

121 085 468

119 577 638

100,000

67,700

83,601,726

34,633,149

409,392

73

2,228,428

925,082

74,246,891

31,201,011

467,693

3,771,472

154,910

1,250,760

66,303

534,562

122,194

580,774

71,778

1,189,602

153,978

15,369

18,959

34,684

808,385

311,933

1,114,000

37,160

2,083,204

404,607

12,327

18,500,000

20,000,000 38,500,000

1.507,830

38,500,000

972,343

57,000

33,000,000

8,900,000 42,929,343
42,929,343

△ 2,921,513

12,310,008

9,388.495



令和 1年度 特定非営利活動に係る事業会計 収支計算書
令和1年 10月 1日 から令和2月 9月 30日 まで

特定非営利活動法人 支援技術開発機構
(単位 :円 )

科 目 金額

(正味財産増減の部)

V正 味財産増加の部
l資産増加の部
期末商品棚卸額
ソフトウエア購入額
敷金増加額

2負債減少額
短期借入金返済額
長期借入金返済額

増加額合計

Ⅵ 正味財産減少の部
1資産減少額
当期収支差額
期首商品棚卸額
ソフトウエア償却額

2負債増加額
短期借入金増加額
長期借入金増加額
減少額合計

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産
当期正味財産合計

59,091

972,343

57.000 1,088,434

41.900.000

42 988 434

41 598 339

33,000,000

8、 900.000

2,921,513

47.181

129.645 3,098,339

38.500.000

18,500,000

20.000.000

1.390.095

△ 24.427.444
△ 23.037.349



=トエヽ 11号 法 28

令和1年度 特定非営利活動に係る事業会計 貸借対照表
令和2年9月 30日現在

特定非営利活動法人 支援技術開発機構
(単位 :円 )

科 目 金額

I資産の部

1流動資産

現金預金

事業未収入金

商品

未収入金

前払金

立替金

仮払金

流動資産合計

2固定資産
(1)無形固定資産

ソフトウエア

無形固定資産計

(2)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ負債の部

1流動負債
未払金

未払費用

未払法人税等

未払消費税

前受金

預り金

流動負債合計

2固定負債
長期借入金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

18,306,189

6,077,864

59,091

350,373

22,506,017

420,723

989,982

48,710,239

49 679 937

72 717 286

842,698

969,698

842,698

127,000

127,000

3,566,860

948,722

70,000

1,991,200

32,574,360

111,511

39,262,653

33,454,633

33,454,633

△  24,427,444

1,390,095

△  23,037,349

49,679,937



10 8

令和1年度 特定非営利活動に係る事業会計 財産目録
令和2年9月 30日 現在

特定非営利活動法人 支援技術開発機構

科 目

39

48 710 239

141,886
21,279,250
484,881
600,000

８６

∞

∞

∞

∞

8全2.698
842.698

59,091

420,723

989,982

38,946
30,857
36,386
0

0

0
0

70.000
57.000

198,763
116.610
35,000

7 7 7 286

38,000
32,536,360

127.000

948,722

1,991,200

3.021.549
309,183
236,128

20,000
50,000

72,311
39.200

33.454.633

′
｀
、 ,3 0■ 7 349

I資産の部

金
金
金

産
金
現
預
預

姿
預
許
通
通

動
金
手
普
普

流
現

三菱UFJ銀行 仙川支店
三菱UFJ銀行 笹塚支店

普通預金 三井住友銀行 つつじヶ丘支店
普通預金 三井住友銀行 つつじヶ丘支店
普通預金 三井住友銀行 つつじヶ丘支店
普通預金 三井住友銀行 つつじヶ丘支店
事業未収入金
株式会社アステム
日本デイジーコンソーシアム
全国視党障害者情報提供施設協会
一般社団法人いちえ会
地球環境戦略研究機関
商品
EasyReaderダ ウンロード版 17
未収入金
職員社会保険料
雇用調整助成金
年会費
前払金
前払事業費 (情報支援サービス事業)
前払事業費 (支援機器導入研修サポート事業)
前払事業費 (支援機器開発研究事業)
J D C2021年度会費
立替金
情報支援サービス事業立替金
仮払金
事業費現地送金仮払
流動資産合計

2固定資産
(1)無形固定資産
ソフ トウエア
無形固定資産計

(2)投 資その他の資産
敷金
事務所敷金
従業員社宅敷金
投資その他の資産合計
固定資産合計

資産合計

口負債の部

流動負債
未払金
従業員
三井住友VISAカ ー ド
Dolphin
未払費用
社会保険料
未払法人税等
東京都立川都税事務所
調布市役所
未払消費税等
武蔵府中税務署
前受金
前受会費
支援機器導入研修サr―卜事業
預り金
源泉所得税
職員地方税
流動負債合計

2固定負債
長期借入金
日本政策金融公庫

固定負債合計

負債合計

正味財産



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 1年度年間役員名簿 〈前事栞年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 支援 術開発機構

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

ノ以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
ノ各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

氏    名

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1

ヤマウチ シゲル

山内繁

2019年 10月 1日 ～
2020年 9月 30日

年  月  日～

年 月 日

2 〇 監事
カヮムラ ヒロシ

河村宏

2019年 10月 1日 ～2020年

9月 30日

2019年 10月 1日 ～2020年

9月 30日

3 監事
クレマツ タケオ

博松武男

2019年 10月 1日 ～2020年

9月 30日

年  月  日～

年 月 日

4 ・監事
ウエキ マコト

値木真

2019年 10月 1日 ～2020年

9月 30日

年  月  日～

年 月 日

5 cD監事
ウチダ ヒトシ

内田斉

2019年 10月 1日 ～2020年

9月 30日

年  月  日～

年 月 日

6 ① 監事
オダ コウイチ

小田浩一

2019年 10月 1日 ～2020年

9月 30日

年  月  日～

年 月 日

7 監事
スズキ ナオヨシ  |~   … ‐…

鈴木直義     |

2019年 10月 1日 ～2020年

9月 30日

年  月  日～

年 月 日

8
テラシマ アキラ

寺島彰

2019年 10月 1日 ～2020年

9月 30日

年  月  日～

年: 月  日

9
ノムラ ミサコ

野村美佐子

2019年 10月 1日 ～2020年

9月 30日

2019年 10月 1日 ～2020年

9月 30日

10
フクシマ サ トシ

|

|福島智

2019年 10月 1日 ～2020年

9月 30日

年  月  日～

年: 月  日

⌒

墾ヽジ・監事

理

(理∋〉監事

⌒

に理ジ・監事

(藝3)監事



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11

|

|フ タナベ

l‐
 ‐

眸邊隆行
監 事

⌒

ヽ里ジ
タカユキ

|

2019年 10月 1日 ～2020年

月30日

年  月  日～

年 月 日

12

|

|ク ドウ

|…
~~~

1工
藤智

トモユキ
監事理

行
P

2019年 10月 1日 ～2020年

月30日

年  月  日～

年 月 日

13 (理3)・ 監事
川准

シカワ ジュン

P

2019年 10月 1日 ～2020年

月30日

年  月  日～

年 月 日

14 (理登>監事
ラタ マコト

田真
P

2019年 10月 1日 ～2020年

月30日

年  月  日～

年 月 日

15

|

理事く護≡)11〔
] ]イ

Fヱ 2019年 10月 1日 ～2020年

月30日

2019年 10月 1日 ～2020年

9月 30日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 支援技術開発機構

氏    名 住 所 又 は 居 所

1
工藤智行

2
河村宏

3 博松武男

4 植木真

5
内田斉

6
小田浩一

7 鈴木直義

8 寺島彰

9 野村美佐子

10 山内繁


